
札幌第４地方合同庁舎（２期）整備等事業の入札説明書・同添付資料等の訂正表 （第３回）

令和8年6月10日に公表した札幌第４地方合同庁舎（２期）整備等事業入札説明書・同添付資料等に関し、以下のとおり訂正する。
№ 資料名 項数 行数 項目 訂正前 訂正後

40 （資料-1）事業契約書（案） 52 15 別紙２ 用語の定義
17.確報値

スライド協議において使用する指標のうち、暫定値以外の数値で当該
時点において確認できる最新の数値という。

一般財団法人建設物価調査会において、建築費指数として公表される
数値、又はこれに準じる数値をいう。

41 （資料-1）事業契約書（案） 73 1 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
２．(４)イ(ア)①

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費」に記載された
額

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費等」に記載され
た額

42 （資料-1）事業契約書（案） 73 11 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
２．(４)イ(ア)②

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費」に記載された
額

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費等」に記載され
た額

43 （資料-1）事業契約書（案） 74 17 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
２．(５)

なお、事業者の協議資料等に基づき国と事業者で合意した場合に見積
等による指数以外の方法を用いることができる。また、事業契約締結
日から工事着手日以前においてはスライド改定を希望する品目、スラ
イド前の価格を算定するために必要な数量及び単価（専門工事業者見
積または製造業者見積（いずれの場合も妥当性確認のため原則として
複数の見積を提出すること）、カタログ、刊行物等の単価拠資料添
付）を確認できる資料が提出され、かつ事業者の協議資料等に基づき
双方で合意した場合についても、見積等による指数以外の方法を用い
ることができるものとする。

なお、事業者の協議資料等に基づき国と事業者で合意した場合に見積
等による指数以外の方法を用いることができる。また、事業契約締結
日から工事着手日以前においてはスライド改定を希望する品目、スラ
イド前の価格を算定するために必要な数量及び単価（専門工事業者見
積または製造業者見積（いずれの場合も妥当性確認のため原則として
複数の見積を提出すること）、カタログ、刊行物等の単価根拠資料添
付）について、入札時に提出された様式B-6-20に記載されている金
額との整合性（各細目の合計値がB-6-20に記載された項目の金額と
合致すること等）を確認できる資料が提出され、かつ事業者の協議資
料等に基づき双方で合意した場合についても、見積等による指数以外
の方法を用いることができるものとする。



44 （資料-1）事業契約書（案） 80 29 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
３．(６)

なお、事業者の協議資料等に基づき国と事業者で合意した場合に見積
等による指数以外の方法を用いることができる。また、事業契約締結
日から工事着手日以前においてはスライド改定を希望する品目、スラ
イド前の価格を算定するために必要な数量及び単価（専門工事業者見
積または製造業者見積（いずれの場合も妥当性確認のため原則として
複数の見積を提出すること）、カタログ、刊行物等の単価拠資料添
付）を確認できる資料が提出され、かつ事業者の協議資料等に基づき
双方で合意した場合についても、見積等による指数以外の方法を用い
ることができるものとする。

なお、事業者の協議資料等に基づき国と事業者で合意した場合に見積
等による指数以外の方法を用いることができる。また、事業契約締結
日から工事着手日以前においてはスライド改定を希望する品目、スラ
イド前の価格を算定するために必要な数量及び単価（専門工事業者見
積または製造業者見積（いずれの場合も妥当性確認のため原則として
複数の見積を提出すること）、カタログ、刊行物等の単価根拠資料添
付）について、入札時に提出された様式B-6-20に記載されている金
額との整合性（各細目の合計値がB-6-20に記載された項目の金額と
合致すること等）を確認できる資料が提出され、かつ事業者の協議資
料等に基づき双方で合意した場合についても、見積等による指数以外
の方法を用いることができるものとする。

45 （資料-1）事業契約書（案） 86 8 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
５．(４)イ(ア)①

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費」に記載された
額

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費等」に記載され
た額

46 （資料-1）事業契約書（案） 86 18 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
５．(４)イ(ア)②

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費」に記載された
額

Ｐ１：入札時に提出した、様式B-6-20「建設工事費等」に記載され
た額

47 （資料-1）事業契約書（案） 87 23 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
５．(５)

なお、事業者の協議資料等に基づき国と事業者で合意した場合に見積
等による指数以外の方法を用いることができる。また、事業契約締結
日から工事着手日以前においてはスライド改定を希望する品目、スラ
イド前の価格を算定するために必要な数量及び単価（専門工事業者見
積または製造業者見積（いずれの場合も妥当性確認のため原則として
複数の見積を提出すること）、カタログ、刊行物等の単価拠資料添
付）を確認できる資料が提出され、かつ事業者の協議資料等に基づき
双方で合意した場合についても、見積等による指数以外の方法を用い
ることができるものとする。

なお、事業者の協議資料等に基づき国と事業者で合意した場合に見積
等による指数以外の方法を用いることができる。また、事業契約締結
日から工事着手日以前においてはスライド改定を希望する品目、スラ
イド前の価格を算定するために必要な数量及び単価（専門工事業者見
積または製造業者見積（いずれの場合も妥当性確認のため原則として
複数の見積を提出すること）、カタログ、刊行物等の単価根拠資料添
付）について、入札時に提出された様式B-6-20に記載されている金
額との整合性（各細目の合計値がB-6-20に記載された項目の金額と
合致すること等）を確認できる資料が提出され、かつ事業者の協議資
料等に基づき双方で合意した場合についても、見積等による指数以外
の方法を用いることができるものとする。



48 （資料-2）業務要求水準書 29 ― 4章4節3.（1）【技術的事項】d.耐風
に関する性能
(a)構造体

ア．建築基準法施行令 第87条に規定される風圧力に耐風性能の分類
（【添付資料４－１】「官庁施設の基本的性能基準適用表」）に応じ
て割り増しを行った風圧力に対する安全性
（ア）構造耐力上主要な部分：短期許容応力度以内

イ．極めて稀に発生する暴風として建築基準法施行令第87条に規定
される風圧力を１.６倍した風圧力に対する安全性
（ア）構造耐力上主要な部分：短期許容応力度以内
（イ）制振部材及び免震部材：履歴型エネルギー吸収部材は弾性限耐
力以内、流体系エネルギー吸収部材は微振動時の発熱による物性変化
がないものとする。

ア．建築基準法施行令 第87条に規定される風圧力に耐風性能の分類
（【添付資料４－１】「官庁施設の基本的性能基準適用表」）に応じ
て割り増しを行った風圧力に対する安全性
（ア）構造耐力上主要な部分：短期許容応力度以内
（イ）制振部材及び免震部材：履歴型エネルギー吸収部材は弾性限耐
力以内、流体系エネルギー吸収部材は微振動時の発熱による物性変化
がないものとする。

49 （資料-4）提出書類の記載要
領

23 ― 第1.5.(2).b.基本計画説明書
＜各様式の記載事項＞

書類名 建設工事費等（参考） 書類名 建設工事費等

50 【添付資料4-6】「主要諸室
の性能特記事項」

30 ― ３．札幌管区気象台
○工作室・器材倉庫
（建築）

・観測機器を保管し、機器使用前に動作確認及びメンテナンスを行う
室。
・観測予報現業室に隣接させる。
・窓ありの計画が望ましい。
・固定書架を設置する。

・観測機器を保管し、機器使用前に動作確認及びメンテナンスを行う
室。
・窓ありの計画が望ましい。
・固定書架を設置する。

51 【添付資料5-2】「諸室ごと
の業務実施時間帯及び立入り
の制限」

1 ― 凡例
（３）立入に関する制限 ①時間帯

外…原則として在室時間の前後に実施 外…原則として（１）在室時間の前後1時間程度の間に実施

52 【添付資料5-2】「諸室ごと
の業務実施時間帯及び立入り
の制限」

3 ― 札幌管区気象台
仮眠室及び浴室

日常清掃の時間帯 「ー」 日常清掃の時間帯 「不」

53 【添付資料5-2】「諸室ごと
の業務実施時間帯及び立入り
の制限」

4 北海道農政事務所
運転手控室

日常清掃の時間帯 「不」 日常清掃の時間帯 「外」

54 【添付資料5-2】「諸室ごと
の業務実施時間帯及び立入り
の制限」

5 共用部
共用会議室及びシャワー室（共用）

日常清掃の時間帯 「不」 日常清掃の時間帯 「外」



55 様式A-3 ― ― 添付① 事業費の内訳（収入計画） （記載指示の追加 等）

56 様式B-6-20 （表構成の修正）

※上記は様式の一部を抜粋したものであるため、訂正後の様式を確認
すること。

57 （資料-1）事業契約書（案） 目次 ― 別紙6 物価等の変動に基づく本件業務費及び本件工事費等の改定 物価等の変動に基づく本件業務費及び本件工事費の改定



58 （資料-1）事業契約書（案） 24 5 第54条第3項 事業者は、本件工事に着工した日から引渡日の間、業務要求水準書に
定める進捗状況報告書を毎月作成し、当該月末日に国に提出しなけれ
ばならない。

事業者は、本件工事に着工した日から引渡日までの間、業務要求水準
書に定める進捗状況報告書を毎月作成し、当該月末日に国に提出しな
ければならない。

59 （資料-1）事業契約書（案） 25 5 第58条第1項 事業者は、本件工事に着手する前に、資格確認資料に記載した工事監
理者及び各監理主任技術者を決定し、氏名その他を国に通知するとと
もに確認を受けなければならない。なお、当該管理技術者及び各主任
技術者については、整備対象施設の引渡しまでの間、原則として変更
できない。ただし、病気、死亡、退職、出産、育児、介護等のやむを
えない理由により変更を行う場合には、競争参加資格に掲げる基準を
満たし、かつ、当初の配置予定技術者と同等以上の技術者を選任の
上、国の承諾を得なければならない。

事業者は、本件工事に着手する前に、資格確認資料に記載した工事監
理者及び各監理主任技術者を決定し、氏名その他を国に通知するとと
もに確認を受けなければならない。なお、当該工事監理者及び各監理
主任技術者については、整備対象施設の引渡しまでの間、原則として
変更できない。ただし、病気、死亡、退職、出産、育児、介護等のや
むをえない理由により変更を行う場合には、競争参加資格に掲げる基
準を満たし、かつ、当初の配置予定技術者と同等以上の技術者を選任
の上、国の承諾を得なければならない。

60 （資料-1）事業契約書（案） 25 14 第58条第3項 事業者は、本件工事の実施期間にわたり、前項に定める工事監理業務
計画書に基づいて工事監理業務を行い、本件工事が、設計図書に従っ
て施工されるとともに、要求水準を達成していることの確認しなけれ
ばならない。

事業者は、本件工事の実施期間にわたり、前項に定める工事監理業務
計画書に基づいて工事監理業務を行い、本件工事が、設計図書に従っ
て施工されるとともに、要求水準を達成していることを確認しなけれ
ばならない。

61 （資料-1）事業契約書（案） 28 24 第66条第2項 事業者は、東館等（車庫を除く）の使用開始日、西館等（外構（新設
①）のうち植栽及び工作物（舗装）並びに外構（新設②）を除く）の
引渡日又は外構（新設①）のうち植栽及び工作物（舗装）並びに外構
（新設②）までに、それぞれ業務要求水準書及び事業計画書並びに前
項の業務実施計画書等のとおり維持管理・運営業務を実施するために
必要となる人員、器具及び設備等を準備して、国の承諾を得なければ
ならない。

事業者は、東館等（車庫を除く）の使用開始日、西館等（外構（新設
①）のうち植栽及び工作物（舗装）並びに外構（新設②）を除く）の
引渡日又は外構（新設①）のうち植栽及び工作物（舗装）並びに外構
（新設②）の引渡しまでに、それぞれ業務要求水準書及び事業計画書
並びに前項の業務実施計画書等のとおり維持管理・運営業務を実施す
るために必要となる人員、器具及び設備等を準備して、国の承諾を得
なければならない。



62 （資料-1）事業契約書（案） 59 17 別紙３ 用語の定義
103.引渡予定日

事業者が外構（外構（新設①）のうち植栽及び工作物（舗装）並びに
新設②）を除く整備対象施設を完成させ国に引き渡す予定日である令
和13年３月31日をいう。ただし、外構（新設①）のうち植栽及び工
作物（舗装）並びに外構（新設②）については、令和14年６月30日
をいう。

事業者が外構（外構（新設①）のうち植栽及び工作物（舗装）並びに
外構（新設②））を除く整備対象施設を完成させ国に引き渡す予定日
である令和13年３月31日をいう。ただし、外構（新設①）のうち植
栽及び工作物（舗装）並びに外構（新設②）については、令和14年
６月30日をいう。

63 （資料-1）事業契約書（案） 70 3 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表４ 全体スライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数 表３ 全体スライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数

64 （資料-1）事業契約書（案） 72 1 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表５ 各事業段階のスライド額算定に用いる書類と指数の基準日 表４ 各事業段階のスライド額算定に用いる書類と指数の基準日

65 （資料-1）事業契約書（案） 74 20 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表６ 全体スライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数 表５ 全体スライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数

66 （資料-1）事業契約書（案） 77 1 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表７ 各事業段階のスライド額算定に用いる書類と指数の基準日 表６ 各事業段階のスライド額算定に用いる書類と指数の基準日

67 （資料-1）事業契約書（案） 80 32 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表８ 単品スライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数 表７ 単品スライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数

68 （資料-1）事業契約書（案） 83 15 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定
４ (４)イ(イ)

Ｓ減＝［Ｐ２－Ｐ１＋（Ｐ１×15/1000）］ Ｓ減＝［Ｐ２－Ｐ１＋（Ｐ１×1/100）］

69 （資料-1）事業契約書（案） 85 20 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表９ 各事業段階のスライド額算定に用いる書類と指数の基準日 表８ 各事業段階のスライド額算定に用いる書類と指数の基準日

70 （資料-1）事業契約書（案） 88 1 別紙６ 物価等の変動に基づく本件
業務費及び本件工事費の改定

表１０ インフレスライド条項に係るスライド額の算定に採用する指
数

表９ インフレスライド条項に係るスライド額の算定に採用する指数


